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１．決算報告書 （ 決算書１頁～４頁 ） 

（１）収益的収入及び支出 （ １頁～２頁 ） 

 ［ 収 入 ］ 

 病院事業収益の予算額は、当初に 13,536,270 千円を計上し、引き続き補正

第１号を予算化した後、１２月に補正第４号を、３月に補正第６号を、それぞ

れ計上した結果、年度末の現計予算額は 15,010,147 千円となりました。 

 これに対し、決算額は 15,082,121,119 円（うち仮受消費税 31,396,281 円）

となり、予算額に比べ 71,974,119 円の増収となりました。 

 ［ 支 出 ］ 

 病院事業費用の予算額は、当初に 13,861,251 千円を計上し、引き続き補正

第１号を予算化した後、５月に補正第２号を、９月に補正第３号を、１２月に

補正第４号と補正第５号を、それぞれ計上した結果、年度末の現計予算額は

14,238,085 千円となりました。 

 これに対し、決算額は 13,344,646,594 円（うち仮払消費税 209,877,477 円）

となり、予算額のうち 893,438,406 円が不用額となりました。 

 

（２）資本的収入及び支出 （ ３頁～４頁 ） 

 ［ 収 入 ］ 

 資本的収入の予算額は、当初に 1,354,889 千円を計上し、その後、１２月に

補正第４号を、３月に補正第６号を、それぞれ計上した結果、年度末の現計予

算額は 1,285,889 千円となりました。 

 これに対し、決算額は 1,107,967,448 円（うち仮受消費税 0 円）となり、予

算額に比べ 177,921,552 円の減収となりました。 

 ［ 支 出 ］ 

 資本的支出の予算額は、当初に 1,887,747 千円を計上し、その後、１２月に

補正第４号を計上した結果、年度末の現計予算額は 1,818,747 千円となりまし

た。 
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 これに対し、決算額は 1,684,919,116 円（うち仮払消費税 32,179,205 円）と

なり、予算額のうち 133,827,884 円が不用額となりました。 

 なお、消費税納付については原則課税方式としており、当年度の消費税納付

額は、仮受消費税額 31,396,281 円から控除対象仕入税額 15,437,281 円を差し

引いた 15,959,000 円（地方消費税 3,511,000 円を含む。）となります。 

 控除対象仕入税額については、仮払消費税額 623,995,447 円（収益的支出分

209,877,477 円、資本的支出分 32,179,205 円、貯蔵品分 381,938,765 円の合計）

から実際の納税額計算にあたって控除することができなかった控除対象外消費

税額 608,558,166 円（消費税雑損失で処理）を差し引いた額です。 

 

２．損益計算書 （ 決算書５頁～６頁 ） 

 医業収益 12,729,552,659 円に対して医業費用 12,962,423,771 円であり、医業

収益から医業費用を差し引いた 232,871,112 円が医業損失となります。 

 これに医業外収益 2,321,172,179 円を加えた額から医業外費用 732,765,307

円を差し引いた 1,355,535,760 円が経常利益となります。 

 当年度は特別利益、特別損失ともになかったため、この経常利益の額がその

まま当年度純利益となります。 

 そして、前年度繰越欠損金 16,032,054,794 円から当年度純利益を差し引いた

14,676,519,034 円が当年度未処理欠損金となります。 

 

３．剰余金計算書 （ 決算書７頁～８頁 ） 

 ［ 資本金 ］ 

 前年度末残高 23,768,442,196 円に他会計繰入金の受入 796,889,000 円を加え

た 24,565,331,196 円が当年度末残高となります。 

 ［ 資本剰余金 ］ 

 受贈財産評価額については、当年度に受入、処分ともになかったため、前年

度末残高がそのまま当年度末残高となります。 
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 ［ 欠損金 ］ 

 前年度未処理欠損金は 16,032,054,794 円でしたが、当年度に発生した純利益

1,355,535,760 円を差し引いた 14,676,519,034 円が当年度未処理欠損金となり

ます。 

 

４．欠損金処理計算書 （ 決算書９頁 ） 

 当年度未処理欠損金 14,676,519,034 円については、補填できる財源がないた

め、そのまま全額が翌年度繰越欠損金となります。 

 

５．貸借対照表 （ 決算書１０頁～１１頁 ） 

 ［ 資産の部 ］ 

 １．固定資産については、明細を決算書の２８頁と２９頁に記載しています。 

 ２．流動資産については、次のとおりです。 

  （１）現金預金 4,398,835,538 円は当年度末残高です。 

  （２）未収金 2,458,103,519 円は明細を決算書の２０頁に記載しています。 

  （３）貯蔵品 40,126,541 円の内訳は次のとおりです。 

薬 品 38,380,978 円 

診 療 材 料 1,745,563 円 

 ［ 負債の部 ］ 

 ３．固定負債については、次のとおりです。 

  （１）企業債 4,343,366,101 円は１年を超えて償還期限が到来するものの

当年度末残高です。 

  （２）リース債務 86,511,751 円は１年を超えて期限が到来するものの当

年度末残高です。 

  （３）引当金 1,593,109,000 円は退職給付引当金の当年度末残高です。 
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 ４．流動負債については、次のとおりです。 

  （１）企業債 1,173,093,422 円は１年以内に償還期限が到来するものの当

年度末残高です。 

  （２）リース債務 22,685,196 円は１年以内に期限が到来するものの当年

度末残高です。 

  （３）未払金 1,814,984,082 円は明細を決算書の２1 頁に記載しています。 

  （４）引当金 399,853,000 円は賞与引当金と法定福利費引当金の当年度末

残高の合計です。 

  （５）預り金 68,028,658 円は明細を決算書の２１頁に記載しています。 

 ５．繰延収益については、次のとおりです。 

  （１）長期前受金 407,376,070 円は償却資産の取得や改良に伴って交付さ

れた補助金等の当年度末残高です。 

  （２）収益化累計額 △163,496,623 円は資産償却に伴って収益化したもの

の累計額です。 

 ［ 資本の部 ］ 

 ６．資本金 24,565,331,196 円の内訳は次のとおりです。 

  ・地方公営企業法適用時の固有資本金     00,119,696,196 円 

  ・建設改良費等の財源に充てるために一般会計から出資された繰入 

   資本金                  24,424,335,000 円 

  ・減債積立金や建設改良積立金を資本的支出の財源に充てるために 

   積立金から取り崩した組入資本金      00,021,300,000 円 

 ７．剰余金については、次のとおりです。 

  （１）資本剰余金 11,380,000 円は非償却資産の受贈財産評価額です。 

  （２）欠損金 14,676,519,034 円は前述の当年度未処理欠損金で、次年度で

はこれが繰越欠損金となります。 


